
中間市第５次総合計画基本計画（素案）に関する意見・質問票に対する回答 

No 委員 頁 質問・意見 回答  修正前 修正後 

1 
堀田
委員 

24 

政策５ 教育 
「人権を尊重し、中間市の未来を拓く人材を育て
るまちづくり」 

「あらゆる場所において学びスポーツを親し
み、その成果を生かしながら活動を繋ぎ、広げてい
く」とありますが、スポーツや文化は賑わいを求め
たところに視点が置かれていると思います。スポ
ーツ少年団の活動が盛んですし、
祭も行われました。文化振興のために、ハーモニー
ホールがあったり、スポーツ振興のために体育文
化センターがあったり、各種団体が利用して一生
懸命活動し賑わいを生んでいるので、政策３の「活
力と賑わいのあるまちづくり」や政策４の「元気の
輪が広がるまちづくり」に入るのではないかと思
うのですが。政策５の「人権を尊重し、中間市の未
来を拓く」の中では少しだけ謳われているところ
があったのですが、どうなのかなと思う部分があ
りました。 

政策３の「活力と賑わいのあるまちづくり」や政
策４の「元気の輪が広がるまちづくり」に関しまし
ては言葉を見ると大変納まりがよいように感じら
れますが、政策３については「産業」、政策４につ
いては「保健福祉」というカテゴリーとなっていま
す。スポーツや文化というものがこれらの枠組みに
適したものであるかどうかというところを改めて
検討しましたが、生涯学習という観点から「教育」
の枠組みとして取り扱う方が望ましいと判断しま
したことから、政策５の「教育」のままとさせてい
ただきたいと思います。 
しかしながら、ご意見としてありますように多く
の人々が盛んに活動している中で、賑わいを創出し
ているという視点も必要であると思いますので、一
部修正させていただきたいと思います。 

社会構造が大きく変化し、将来を予測するこ

や可能性を認識するとともにあらゆる他者を価
値ある存在として尊重し、多様な人々と協働し
ながらさまざまな社会的変化を乗り越え、豊か
な人生を切り拓き、持続可能な社会の創り手と
なることが求められています。 
そのような中、学校教育においては、これま
での教育活動の成果を踏まえつつ、ICTの活用や
きめ細かな指導体制整備などによる個に応じた
指導の充実と、子どもたちが身につけた知識や
技能を活用し、他者と協働しながら見通しをも
って主体的に問題解決に向かうような教育活動
が求められます。そのためには、教員をはじめ
とする教育に携わる人材の充実や新しい教育に
対応できる施設・設備等、学校規模の適正化を
図り、ソフト及びハードの両面から子どもたち
に最適な教育環境を整備し、充実させる取組と
して、学校施設の再編を進めていく必要があり
ます。 

らしていくためには、一人ひとりがあらゆる機
会に、あらゆる場所において学び、スポーツに
親しみ、その成果を生かしながら活動をつなぎ
広げていくこと、さらには地域の自立と課題解

育むことが重要になっています。 
お互いの人権を尊重しあい、部落差別をはじ
め、女性や高齢者、障がい者に対する差別、そ
の他のあらゆる差別や人権侵害のない社会を築

ュアリティやダイバーシティ、国際理解などを
含め、さまざまな人権問題について正しく学
び、理解し、当事者意識を持って人権意識の高

社会構造が大きく変化し、将来を予測すること

能性を認識するとともにあらゆる他者を価値ある
存在として尊重し、多様な人々と協働しながらさ
まざまな社会的変化を乗り越え、豊かな人生を切
り拓き、持続可能な社会の創り手となることが求
められています。 
そのような中、学校教育においては、これまで
の教育活動の成果を踏まえつつ、ICTの活用やき
め細かな指導体制整備などによる個に応じた指導
の充実と、子どもたちが身につけた知識や技能を
活用し、他者と協働しながら見通しをもって主体
的に問題解決に向かうような教育活動が求められ
ます。そのためには、教員をはじめとする教育に
携わる人材の充実や新しい教育に対応できる施
設・設備等、学校規模の適正化を図り、ソフト及
びハードの両面から子どもたちに最適な教育環境
を整備し、充実させる取組として、学校施設の再
編を進めていく必要があります。 

していくためには、一人ひとりがあらゆる機会
に、あらゆる場所において学び、文化や芸術に触
れ、スポーツに親しみ、その成果を生かしながら
活動をつなぎ広げていくことが重要です。さらに

的な参画意識を高め、育むことも大切です。
これらの活動を通して賑わいが創出されること
により、地域がさらに活性化していくことが期待
されます。 
お互いの人権を尊重しあい、部落差別をはじ
め、女性や高齢者、障がい者に対する差別、その
他のあらゆる差別や人権侵害のない社会を築いて

ティやダイバーシティ、国際理解などを含め、さ

【資料２】



揚を図っていくことが必要です。 
また、男女が共に支え合うまちづくりを推進
していくために、仕事と生活の両立、女性のキ
ャリア形成支援などの取り組みも求められてい
ます。 
このような課題を踏まえた施策の実現によ
り、教育の充実を進め、「中間市の未来を拓く人
材を育てるまちづくり、だれもが人権を尊重し
人権擁護の確立された差別のないまちづくり」
を推進します。 

まざまな人権問題について正しく学び、理解し、
当事者意識を持って人権意識の高揚を図っていく
ことが必要です。 
また、男女が共に支え合うまちづくりを推進し
ていくために、仕事と生活の両立、女性のキャリ
ア形成支援などの取り組みも求められています。 
このような課題を踏まえた施策の実現により、
教育の充実を進め、「中間市の未来を拓く人材を育
てるまちづくり、だれもが人権を尊重し人権擁護
の確立された差別のないまちづくり」を推進しま
す。 

2 
廣川
委員 

25 

政策７ 行政経営 
「将来にわたって持続可能なまちづくり」 

「本市が抱える行政上の課題として」という、一
文の最後が「新型コロナウイルス感染拡大による
影響等」とありますが、感染拡大の影響は別に市の
抱える課題というわけではないので、新型コロナ
ウイルス感染症拡大による影響への対策というよ
うに、「への対策」を入れた方が市の抱える課題と
いうような位置付けとしては適切かと思います。 

そのように修正いたします。 本市が抱える行政経営上の課題として、再任
用職員・会計年度職員の増加等による市政運営
体制の脆弱化、財政構造改革の遅延、公共施設
の老朽化、新型コロナウイルスの感染拡大によ
る影響等が挙げられます。 

きめ細やかな対応ができるよう、多様な主体が
担い手として積極的に参加し、力を合わせてま
ちづくりに取り組むことが重要となります。 
 これらのことから、行政運営のさまざまな効

わたって必要な公共サービスが安定的に供給さ
れる地域社会を構築する必要があります。 
 また、老朽化が進む公共施設について計画的

推し進めていく必要があります。 
 上記課題を踏まえた「自立・協働・効率」の
三つの視点に基づく施策の実施による「将来に
わたって持続可能なまち」を目指したまちづく
りを推進することで、各政策の推進や各政策間
の調整を図ります。 

本市が抱える行政経営上の課題として、再任用
職員・会計年度職員の増加等による市政運営体制
の脆弱化、財政構造改革の遅延、公共施設の老朽
化、新型コロナウイルスの感染拡大による影響へ
の対策等が挙げられます。 
また、
ズにきめ細やかな対応ができるよう、多様な主体
が担い手として積極的に参加し、力を合わせてま
ちづくりに取り組むことが重要となります。
さらに、人口減少・少子高齢社会にあっても地
域を活性化し経済を持続可能なものとするために
は、連携中枢都市圏構想の下で広域連携を推進す
ることが重要であり、北九州市を中心に近隣の市
町が連携する北九州都市圏域の構成自治体である
本市としましては、産業特性や地理的特性、生活
圏などを考慮した上で地域のさらなる活性化に繋
げていくことが必要となります。
 これらのことから、行政運営のさまざまな効率

って必要な公共サービスが安定的に供給される地
域社会を構築する必要があります。 
 また、老朽化が進む公共施設について計画的な

進めていく必要があります。 
 上記課題を踏まえた「自立・協働・効率」の三
つの視点に基づく施策の実施による「将来にわた

3 

堀田
委員 

内田
― 

連携中枢都市圏 

本市は北九州都市圏との連携中枢都市圏の協定
を結んでおり、18 市町の構成となっていますが、
この件に関して、一言一句謳われてないような気
がします。まちをつくるにおいて、例えば市立病院
が廃止されたときに、医療圏構想で北九州と一緒
になっているからいいというような説明が若干出
てきた節もありますので、連携中枢都市圏のこと
を謳っていくべきではないでしょうか。 

連携中枢都市圏構想の中でいろいろと活用でき
る部分だとか、お互い補完し合う部分だとか、そう
いったところは非常に大事な視点になってくるの
ではないかなというふうに思います。実施計画の
上の段階での基本計画や構想の中でも少し何かそ

政策７の「将来にわたって持続可能なまちづくり」
において、持続可能な行政経営の基本事業として
「広域連携の推進」を謳っていますが、ご指摘の連
携中枢都市圏につきましては基本計画の本文中に
関する記載はありませんので、一部修正させていた
だきたいと思います。 



ういうところに触れておいた方がいいのではない
だろうかという委員の御指摘の通りだと思いま
す。 

って持続可能なまち」を目指したまちづくりを推
進することで、各政策の推進や各政策間の調整を
図ります。 

4 
日高
委員 

27 

施策体系と重点分野、地方創生分野の一覧 

重点項目は重点項目の欄に が付
いていると思いますが、⑦-３-２の「ICTによる情
報の適切な管理と利活用」ということでのところ
に重点項目が付いていません。前回の会議のとき
に自治体 DX の推進ということに関して意見をさ
せていただきましたが、ICT、いわゆるDX等は、
これから推進していくべきだと思っていますが、
いかがでしょうか。 

 ⑦-３-２の「ICTによる情報の適切な管理と利活
用」を重点項目に位置付け、重点分野の概要欄に加
筆いたします。 
 なお、当該基本事業を重点分野として位置付ける
ことに伴い、本計画において重点分野に設定した基
本事業の数が 14 となりますことから、20ページの
（２）重点分野の考え方に記載しています基本事業
の数を「13」から「14」に修正いたします。 

別紙参照

5 
廣川
委員 

28 

重点分野の概要 

「教育環境の充実」において「ICT化等への対応や
安全・安心で快適な教育環境の実現及び学校規模
の適正化に取り組みます」と記述されていますが、
資料４において ICT 化への対応についての指標が
なく、どちらかというとその後の教育環境を改善

いませ
ん。重点分野と位置付けている以上は目標値が必
要だと思います。 
重点分野の概要として記載されている「ICT 化等へ
の対応」は教育環境の実現に包含されるとの解釈
で「ICT化への対応」という文言を削るのか、また
は資料４に基本事業として指標を設けるのか、整
合性を図る必要があると思います。 

今後を見据えますと「ICT化への対応」は欠かす
ことができない事項であることから、資料４におい
て基本事業として追加いたします。 
なお、資料４に関しましては資料１の参考資料で
あり、将来的に実施計画として取り扱うこととなる
ものであることから、担当部署との間でしっかりと
調整させていただきます。 



重点分野の概要

本計画で特に成果向上を図る基本事業の概要は以下のとおりです。
内容については、実施計画で示します。

計画的な土地利用と市街地整備の充実 ［①-3-1］ 都市計画課

取り組みの方向性
用途地域を適正に配置し、良好な市街地の形成を図ると共に、時代のニーズ
に応じた地区計画を検討します。

生活交通の充実 ［①-4-1］ 都市計画課

取り組みの方向性
持続可能な公共交通ネットワークの実現を目指します。

脱炭素社会の構築 ［②-1-2］ 環境保全課

取り組みの方向性
に、地域の特性に合わせた地球温暖化対策の取り組みを進めます。

道路の安全性向上 ［①-5-1］ 建設課

取り組みの方向性
中心市街地をはじめとした周辺道路環境を改良していくことで、歩行者や車
両等の安全確保に努めます。

企業誘致の推進 ［③-2-1］ 産業振興課

取り組みの方向性
市内の工業団地において、現在は稼働していない事業所用地を活用した市内
外企業の移転や誘致等に努め、新たな雇用の促進を図ります。

保育サービスの充実・子どもの居場所づくり ［④-1-2］ こども未来課

取り組みの方向性
保育士等確保と保育施設の整備に取り組み、待機児童解消に努めるととも
に、子育て支援センターの活用による妊娠期から子育て期までの切れ目ない
支援を行い、相談支援体制の充実を図ります。

病気の早期発見・重症化予防の推進 ［④-2-2］ 健康増進課

取り組みの方向性
及び生活改善に向けた保健指導に取り組みます。

生きがい・健康づくりの推進 ［④-3-1］ 介護保険課

取り組みの方向性
うに、居場所づくりや介護予防に取り組みます。

教育環境の充実 ［⑤-1-3］ 教育施設課

取り組みの方向性
ICT化等への対応や安全・安心で快適な教育環境の実現及び学校規模の適正化
に取り組みます。



人権男女共同参画課

取り組みの方向性
「女性」「子ども」「高齢者」「性の多様性」など、さまざまな人権問題に対
し、一人ひとりが考えるきっかけとなるよう効果的な事業を推進します。

地域防災力の向上 ［⑥-1-2］ 安全安心まちづくり課

取り組みの方向性
より多くの機会で災害・防災に関する情報（知識）の周知・啓発を行うとと
もに、各校区がより実践的な防災訓練等を実施できるよう支援します。

地域コミュニティ活動の活性化 ［⑦-1-1］ 安全安心まちづくり課

取り組みの方向性
自治会、校区まちづくり協議会等が主体的に地域課題を解決していけるよう
支援します。

公共施設等のマネジメント推進 ［⑦-4-3］ 公共施設管理課

取り組みの方向性 公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設の適正配置と施設総量の縮減、計画的な

ＩCTによる情報の適切な管理と利活用 ［⑦-3-2］ 企画課

取り組みの方向性
ICTの活用により、行政サービスの利便性を向上させ、さらなる効率化を図り
ます。


